
 

『令和２年度税制改正大綱（８） 国際的Ｍ＆Ａの租税回避にメス』 
 

 国際的な租税回避・脱税に対し、わが国は「ＢＥＰＳプロジェクト」の合意事項を踏まえ累次の制度整備

を行ってきたが、今度の改正では子会社株式の譲渡等により意図的に譲渡損失を創出させる租税回

避、国際的なＭ＆Ａを利用した租税回避に対処するための見直しを行う。 

 子会社が配当を行うと、その純資産減少に伴い子会社株式時価が減少する一方で、受領した配当は

親会社で益金不算入となり課税されない。これを利用した、子会社配当と譲渡を組み合わせた租税回

避を防ぐため、５０％超の支配関係を有する一定の法人（特定関係子法人）から受領する一定の配当等

の額（対象配当金額）が、特定関係子法人株式の帳簿価額の１０％超の場合、受取配当益金不算入制

度等により非課税となる金額を、特定関係子法人株式の帳簿価額から減額する

こととなった。ただし、次の場合は対象外。○特定関係子法人が内国法人で、か

つ設立日から５０％超の支配関係（特定支配関係）発生日までの間、９０％以上

の株式等を内国法人・居住者等に保有されている○配当が特定支配関係発生

日後に増加した利益剰余金から支払われている○特定支配関係発生日から１

０年を経過した日以後の配当○事業年度中の対象配当金額が２０００万円以下 

 

 『国内景気、一段と不透明に 業況悪化―中小企業家同友会』 

 
 中小企業家同友会が元年１２月に会員企業を対象に実施した景況調査によると、業況判断ＤＩ（好

転－悪化の割合）は、前年同期のマイナス３→同１３、売上高ＤＩ（増加－減少の割合）はマイナス１→同

１０、経常利益ＤＩ（同）はマイナス４→同１１、足元の景況を示す業況水準ＤＩ（良い－悪いの割合）は０→

マイナス３と、すべてがマイナス圏に沈み、その幅はほぼ２ケタに落ち込んだ。消費税率引き上げ以降、

国内景気は一段と不透明になっている。経営上の問題点では「従業員の不足」が３７％→３７％と横ば

いながら１０期連続で１位。「人件費の増加」が３３％→３５％で２位。「民間需要の停滞」が顕著な上昇を

見せ、特に製造業では３９％→４０％に高留まりした。経営者の声としては、「消費税の影響もあるが、千

葉県の場合、立て続けに台風にやられ、関与先の被害が多く、その影響が多大」（千葉、製造業）、「生

産性向上による人材不足解消のための多能工化を推進している。総務部社員による小口営業業務代

行を始めた。今後も業務の３Ｓおよび多能工化を実践していきたい」（島根、流

通・商業）、「株主の高齢化による株式買い取り。株主６人中４人２０％を社長が取

得。次期社長のために身軽にする考え」（富山・建設業）などが挙げられている。 
 

 
    出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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